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Ⅰ 財務書類等活用の視点 

 

貸借対照表等の財務書類については、これまで、新地方公会計制度研究会報告書（平

成 18年 5月公表）において示された基準モデルや総務省方式改訂モデル等によって、全

ての都道府県、ほとんどの市町村において作成されてきたところです。 

作成された財務書類は概ね各地方公共団体のホームページ等で公表されてきたところ

であり、また、貸借対照表の作成・公表によって資産・債務改革も一定程度進展してき

たと評価することができますが、財務書類を予算編成や行政評価等において積極的に活

用している地方公共団体は未だ一部に限られている状況です。 

その主な背景・理由としては、①総務省方式改訂モデルでは個別の伝票単位で複式仕

訳を実施するのではなく決算統計データを活用して財務書類を作成するため、施設別・

事業別の行政コスト計算書等を作成してセグメント分析を実施することが困難であるこ

と、②総務省方式改訂モデルでは固定資産台帳の整備が必ずしも前提とされていないた

め、公共施設等のマネジメントへの活用が困難であること、③基準モデル、総務省方式

改訂モデル及びその他の方式が混在しているため、地方公共団体間での比較可能性が確

保されていないことなどが考えられます。 

しかしながら、今後、各地方公共団体において統一的な基準による財務書類等が作成

されることにより、①発生主義・複式簿記の導入、②固定資産台帳の整備、③比較可能

性の確保といった観点から、財務書類等のマネジメント・ツールとしての機能が従来よ

りも格段に向上することになるため、これまでのように単に財務書類等を作成するだけ

でなく、予算編成や行政評価等に積極的に活用していくことが期待されます。 
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地方公共団体の財務書類等の利用者としては、住民や議会のみならず、首長や職員、

さらには地方債への投資家、ＰＰＰ／ＰＦＩの提案に係る民間事業者など、行政内外の

多様な主体が想定されるところです。 

行政内部での活用としては、当該地方公共団体の全体としての財政指標の設定や適切

な資産管理といったマクロ的なもの、事業別・施設別のセグメント分析といったミクロ

的なものが想定されるところであり、これらの活用を積極的に推進することにより、地

方公共団体のマネジメント機能を向上させ、ひいては、人口減少が進む中で限られた財

源を「賢く使うこと」などにつながることが期待されます。 

行政外部での活用としては、住民や議会等に対する情報開示が想定されるところであ

り、アカウンタビリティを適切に果たすために財務書類等をわかりやすく公表すること

が期待されます。なお、財政指標の設定や適切な資産管理、セグメント分析については、

行政内部での活用だけでなく、行政外部での活用である情報開示においても有用なもの

です。 
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Ⅱ 行政内部での活用（マネジメント） 

 
１ マクロ的な視点からの活用 

 
（１）財政指標の設定 

 
近年、我が国では公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっていますが、決算統

計や地方財政健全化法における既存の財政指標では、資産の老朽化度合いまでを把握

することはできませんでした。しかしながら、貸借対照表を作成することで、有形固

定資産のうち償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出し、資産老

朽化比率として把握することができるようになります。 
資産老朽化比率を算出することにより、当該地方公共団体の資産全体としての老朽

化度合いを把握することができるようになるだけでなく、小学校や保育所といった施

設類型別や個別施設ごとの資産老朽化比率を算出することにより、老朽化対策の優先

順位を検討する際の参考資料の一つとすることができ、当該優先順位を踏まえたメリ

ハリのある予算編成につなげることも期待されます。 
（→事例１参照） 

 
   資産老朽化比率だけでなく、住民一人当たり資産額や歳入額対資産比率といった資

産形成度に係るその他の指標を設定することにより、資産の老朽化度合いのみならず、

資産の適正規模等も含めた幅広い検討を行うことができます。 
また、資産形成度に係る指標だけでなく、併せて、世代間公平性や持続可能性（健

全性）、効率性、弾力性、自律性に係る指標を設定することによって、より多角的な視

点からの分析を行うことが可能となります。なお、各指標の具体的な内容については、

後述（Ⅳ）のとおりです。 
さらに、決算統計や地方財政健全化法における既存の財政指標等も組み合わせるこ

とによって、例えば、将来負担比率が低くても資産老朽化比率が高ければ、老朽化対

策の先送りという将来負担が潜在している可能性があるなど、より総合的な分析を行

うことができます。 
（→事例２参照） 

 
（２）適切な資産管理 

 
統一的な基準による財務書類を作成するためには、固定資産台帳の整備が前提とな

りますが、当該台帳には公共施設等の耐用年数や取得価額等が記載されているため、

これらの情報を活用することにより、一定の条件の下で、将来の施設更新必要額を推
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計することができます。 
このように、公共施設等の老朽化対策という課題を将来の施設更新必要額という数

値データで「見える化」することにより、庁内だけでなく、広く住民や議会も巻き込

んだ形で課題を共有することができます。また、当該データを公共施設等総合管理計

画の充実・精緻化に活用することで、公共施設等の更新時期の平準化や総量抑制等を

図るための適切な更新・統廃合・長寿命化を行うことにもつながります。 
なお、当該推計された将来の施設更新必要額は、あくまでも法定耐用年数等に基づ

くものであるため、個々の公共施設等の老朽化対策に当たっては、実際の損耗状態、

過去の修繕履歴等を踏まえる必要があります。 
（→事例３参照） 

 
また、地方公共団体においては、未収債権も重要な資産の一つですが、地方税、介

護保険料、公営住宅使用料、給食費といった債権の種類ごとに担当課が分かれる中で、

全庁的な組織体制の検討など、債権徴収に係る一層の合理化・効率化が求められます。 
貸借対照表を作成することで、徴収不能引当金控除後の債権額全体が改めて明らか

になるため、未収債権の徴収体制の強化の必要性が認識されるようになり、全庁的な

組織体制の検討につながることが期待されます。 
（→事例４参照） 

 
２ ミクロ的な視点からの活用（セグメント分析） 

 
（１）予算編成への活用 

 
我が国で人口減少・少子高齢化が進展している中、財務書類等を管理会計的なマネ

ジメント・ツールとして予算編成に積極的に活用し、地方公共団体の限られた財源を

「賢く使うこと」は極めて重要です。 
後述の施設の統廃合、受益者負担の適正化、行政評価との連携についても、予算編

成への活用につながるものですが、その他にも、施設建設に係る予算編成過程におい

て、建設費用だけでなくランニングコストも踏まえた議論を行うため、当該施設が建

設された場合の施設別行政コスト計算書を試算して審査資料として活用したり、直営

の場合と民間委託の場合でそれぞれ試算した事業別・施設別の行政コスト計算書等を

比較して民間委託の検討に活用したりすることなどが想定されます。 
また、例えば、施設の統合整備や照明のＬＥＤ化など、初年度にはある程度のコス

トが掛かるものの、中長期的にはコストの縮減につながることが施設別行政コスト計

算書等の試算によって「見える化」するものについて、都道府県知事、市町村長等が

イニシアティブを発揮して、通常の予算要求枠とは別途の予算要求特別枠を設定し、
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財務書類等を予算編成に活用するという意識を醸成していくことも考えられます。 
（→事例５参照） 

 
（２）施設の統廃合 

 
公共施設等総合管理計画では、公共施設等の供用を廃止する場合の考え方や他の公

共施設等との統合の推進方針を記載することとされていますが、具体的な個別施設の

統廃合を検討するに当たっては、施設別の行政コスト計算書等を作成してセグメント

分析を実施することが有効です。 
施設別の行政コスト計算書等を作成することにより、利用者一人当たりのコストを

把握することができますが、例えば、同類型の個別施設のデータを並列することによ

り、どの施設が高コストなのかが一目瞭然となります。もっとも、施設の統廃合に当

たっては、このようなコスト情報だけでなく、地理的条件や将来の人口動態等、地域

の実態を踏まえた丁寧な議論が必要ですが、施設別コスト情報の「見える化」を契機

として、統廃合に向けた議論が広く住民や議会を巻き込んだ形でなされることが期待

されます。 
なお、公共施設等の統廃合を検討するに当たっては、ＧＩＳ（地理情報システム）

を活用して、地図上に将来の人口動態等のデータを重ねながら、エリアマーケティン

グの考え方を用いた分析を行うことも考えられます。 
（→事例６参照） 

 
（３）受益者負担の適正化 

 
使用料・手数料等については、当該施設の維持管理費や減価償却費、当該サービス

に要する経費等を基礎として算出されるべきものですが、行政コスト計算書を活用し

て使用料・手数料等の改定につなげることもできます。 
具体的には、事業別・施設別の行政コスト計算書を作成することで、減価償却費や

退職手当引当金等も含めたフルコストで利用者一人当たりのコストを算出し、当該デ

ータを使用料・手数料等の改定の基礎データとすることができます。 
なお、使用料・手数料等の算定に係る受益者負担割合は、施設やサービス等の性質

によって異なるべきものであることから、施設やサービス等の類型ごとに受益者負担

割合を設定することも考えられます。 
（→事例７参照） 
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（４）行政評価との連携 

 
行政コスト計算書は、一会計期間における減価償却費や退職手当引当金等も含めた

フルコストを計上するものであるため、事業別・施設別の行政コスト計算書等を作成

して行政評価と連携させることにより、フルコスト情報に基づいたより精緻な行政評

価が可能となります。 
なお、行政評価については、評価のための評価とするのではなく、評価結果を予算

編成に上手く結び付けることが重要であり、最初から全ての事業別・施設別の行政コ

スト計算書等を網羅的に作成するのではなく、まずはできるところから作成していき、

段階的に対象範囲を拡大していくといった工夫も有効です。 
（→事例８参照） 

 
（５）人件費等の按分基準の設定 

 
（１）から（４）までのようなセグメント分析を行うに当たっては、通常、事務事

業費とは別途計上されるなどしている人件費や減価償却費、地方債利子等を各事務事

業に適切に按分することで、より正確なコストによる精緻なセグメント分析を行うこ

とができます。 
ただし、人件費等の按分をあまりにも精緻に行うことにより、過度の事務負担が発

生してしまうことも懸念されるため、セグメント分析の趣旨・目的に照らしながら、

一定程度の事務作業の簡素化に務めることも重要です。 
（→事例９参照） 
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Ⅲ 行政外部での活用（アカウンタビリティ） 

 
１ 住民への公表や地方議会での活用 

 
地方公共団体の財務書類を公表するに当たって、最も重要な点の一つは、財務書類の

利用者にとって「理解可能なものであること」です。前述のとおり、地方公共団体の財

務書類については、住民をはじめ幅広い利用者が想定されますが、これら地方公会計に

よる開示情報の受け手は、地方財政や会計に関する一定の知見を有するとは限らないた

め、企業会計における投資家や債権者等のような理解可能性を前提とすることができま

せん。したがって、まず、財務書類はわかりやすく公表することが重要です。 
また、地方公共団体の財務状況に関する説明責任は、住民とともに議会に対しても果

たさなければなりません。現行制度においては、地方公共団体の長は、歳入歳出決算を

議会の認定に付する際、会計管理者から提出された歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書、財産に関する調書及び主要な施策の成果を説明する書類を併せて提出

することとされていますが（地方自治法第 233 条）、当該決算に係る財務書類についても、

決算を認定する議会に併せて提出することが考えられます。これにより、議会における

地方公共団体の財務状況に関する審議を深めることができ、議会審議の活性化につなが

ることが期待されます。 
（→事例 10参照） 

 
２ 地方債ＩＲへの活用 

 
地方債の借入先については、近年、公的資金の割合が減少する一方で、市場公募債と

銀行等引受債の発行割合が増加し、資金調達手段の多様化が進んでいます。市場公募債

については、共同発行市場公募地方債や住民参加型市場公募地方債を含めた市場公募債

が発行されており、各団体の工夫のもと積極的にＩＲ説明会が実施されています。 
財務書類は、発行団体の財務状況を投資家等の市場関係者に対してわかりやすく示す

ものですので、発行団体においては、これをＩＲ説明会の基礎資料として活用すること

で、地方債の信用力の維持・強化を図ることが期待されます。 
（→事例 11参照） 

 
３ ＰＰＰ／ＰＦＩの提案募集 

 
地方公共団体の財政負担を極力抑えつつ公共施設等の効果的かつ効率的な整備・運営

を行っていくためには、民間の資金・ノウハウを活用したＰＰＰ／ＰＦＩの導入も有効

な選択肢の一つです。 
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前述のセグメント分析を活用した予算編成や行政評価等によって、ＰＰＰ／ＰＦＩの

導入が進んでいくことが考えられますが、さらに固定資産台帳を公表することで民間事

業者からＰＰＰ／ＰＦＩに関する積極的な提案がなされることも期待されます。 
また、ＰＰＰ／ＰＦＩに関する民間事業者からの提案が積極的になされるためには、

固定資産台帳に利用状況やランニングコストといった記載項目の追加を検討することも

重要です。 
なお、地域完結型のＰＰＰ／ＰＦＩを推進する観点からは、設計、建設、設備といっ

た関連分野の地域企業を地域金融機関が積極的にコーディネートしていくことも期待さ

れます。 
（→参考事例参照） 
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Ⅳ 財務書類分析の視点 

 

 

 

１ 資産形成度 

 

資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」といった住民等の関心に基

づくものです。 

資産に関する情報は、歳入歳出決算に添付される財産に関する調書（地方自治法施行

令第 166 条第 2 項及び同施行規則第 16 条の 2）においても、公有財産（土地及び建物、

山林、動産、物権、無体財産権、有価証券、出資による権利、財産の信託の受益権）、物

品、債権、基金の種別に提供されています。しかし、土地及び建物、山林は地積や面積

で測定され、動産も個数で表示されるなど、地方公共団体の保有する資産の価値に関す

る情報を得ることはできません。 

また、決算統計では、財政力指数や経常収支比率、地方財政健全化法では、実質赤字

比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率といった財政指標が既にあり

ますが、いずれも資産形成度を表す指標ではないため、資産形成度に関する指標は財務

書類を作成することによって初めて得られるものです。 

貸借対照表は、資産の部において地方公共団体の保有する資産のストック情報を一覧

表示しており、これを住民一人当たり資産額や有形固定資産の行政目的別割合、歳入額

対資産比率、資産老朽化比率といった指標を用いてさらに分析することにより、住民等

に対して新たな情報を提供するものと言えます。 
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「住民一人当たり資産額」 

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民

等にとってわかりやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。 

 

「有形固定資産の行政目的別割合」 

有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）の割合を算

出することにより、行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握が可能となります。こ

れを経年比較することにより、行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきた

かを把握することができ、また、類似団体との比較により資産形成の特徴を把握し、

今後の資産整備の方向性を検討するのに役立てることができます。 

 

「歳入額対資産比率」 

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成さ

れたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資

産形成の度合いを測ることができます。 

 

「資産老朽化比率」 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算

することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体

として把握することができます。さらに、固定資産台帳等を活用すれば、行政目的別

や施設別の資産老朽化比率も算出することができます。 

 

２ 世代間公平性 

 

世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」といった住民の関心に

基づくものです。これは、貸借対照表上の資産、負債、純資産の対比によって明らかに

されるものです。 

世代間公平性を表す指標としては、地方財政健全化法における将来負担比率もありま

すが、貸借対照表は、財政運営の結果として、資産形成における将来世代と現世代まで

の負担のバランスが適切に保たれているのか、どのように推移しているのかを端的に把

握することを可能にするものであり、純資産比率や社会資本等形成の世代間負担比率（将

来世代負担比率）が分析指標として挙げられます。 

ただし、将来世代の負担となる地方債の発行については、原則として将来にわたって

受益の及ぶ施設の建設などの資産形成に充てることができるものであり（建設公債主義）、

その償還年限も、当該地方債を財源として建設した公共施設等の耐用年数を超えないこ
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ととされています（地方財政法第 5 条及び第 5 条の 2）。したがって、地方財政において

は、受益と負担のバランスや地方公共団体の財政規律が一定程度確保されるように既に

制度設計されていることにも留意しておく必要があります。 

 

「純資産比率」 

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行いま

す。したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動した

ことを意味します。例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能

であった資源を費消して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたこと

を意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能

な資源を蓄積したことを意味すると捉えることもできます。ただし、純資産には固定

資産等形成分と余剰分（不足分）があるため、その内訳にも留意する必要があります。 

 

「社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）」 

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充

当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重

を把握することができます。 

 

３ 持続可能性（健全性） 

 

持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」

という住民等の関心に基づくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。これに

対しては、第一に、地方財政健全化法の健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字

比率、実質公債費比率、将来負担比率）による分析が行われますが、これに加えて財務

書類も有用な情報を提供することができます。 

地方公共団体の負債に関する情報については、現行の予算に関する説明書においても、

債務負担行為額及び地方債現在高についてそれぞれ調書が添付されていますが（地方自

治法施行令第 144 条及び同法施行規則第 15 条の 2）、貸借対照表においては、この他に

退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債を捉えることになります。 

財政の持続可能性に関する指標としては、住民一人当たり負債額、基礎的財政収支（プ

ライマリーバランス）や債務償還可能年数が挙げられます。なお、基礎的財政収支につ

いては、国の財政健全化目標にも用いられていますが、地方の場合は国とは異なって、

前述の建設公債主義等がより厳密に適用されており、自己判断で赤字公債に依存するこ

とができないため、国と地方で基礎的財政収支を一概に比較すべきでないことにも留意

する必要があります。 
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「住民一人当たり負債額」 

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民

にとってわかりやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易となります。 

 

「基礎的財政収支(プライマリーバランス)」 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）と投資活動収支の合算額

を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を

除いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経

済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、

持続可能な財政運営であると言えます。 

 

「債務償還可能年数」 

実質債務（地方債残高等（退職手当引当金等を含む。）から充当可能基金等を控除し

た実質的な債務）が償還財源上限額（資金収支計算書における業務活動収支の黒字分

（臨時収支分を除く。））の何年分あるかを示す指標で、債務償還能力は、債務償還可

能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど低いと言えます。 

債務償還可能年数は、償還財源上限額を全て債務の償還に充当した場合に、何年で

現在の債務を償還できるかを表す理論値ですが、債務の償還原資を経常的な業務活動

からどれだけ確保できているかということは、債務償還能力を把握する上で重要な視

点の一つです。 

 

４ 効率性 

 

効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」といった住民等の関心に基づ

くものです。地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、

住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなけれ

ばならない」とされているものであり（同法第 2 条第 14 項）、財政の持続可能性と並ん

で住民の関心が高い視点です。 

行政の効率性については、多くの地方公共団体で取り組んでいる行政評価において個

別に分析が行われているものと考えられますが、行政コスト計算書は地方公共団体の行

政活動に係る人件費や物件費などの費用を発生主義に基づきフルコストとして表示する

ものであり、行財政の効率化を目指す際に不可欠の情報を一括して提供するものです。 

行政コスト計算書においては、住民一人当たり行政コストや性質別・行政目的別行政

コストといった指標を用いることによって、効率性の度合いを定量的に測定することが

可能となります。 
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「住民一人当たり行政コスト」 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当

たり行政コストとすることにより、地方公共団体の行政活動の効率性を測定すること

ができます。また、当該指標を類似団体と比較することで、当該団体の効率性の度合

いを評価することができます。 

 

「性質別・行政目的別行政コスト」 

行政コスト計算書では、性質別（人件費、物件費等）の行政コストが計上されてお

り、また、附属明細書では、行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）

の行政コストが計上されています。これらを経年比較することにより、行政コストの

増減項目の分析が可能となります。 

なお、性質別・行政目的別行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たり

性質別・行政目的別行政コストとすることにより、地方公共団体の行政活動に係る効

率性を測定することができます。また、この指標を類似団体と比較することで、当該

団体の効率性の評価が可能となります。 

 

５ 弾力性 

 

弾力性は、「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」といった住民等の関心に基づ

くものです。 

財政の弾力性については、一般に、経常収支比率（経常経費充当一般財源の経常一般

財源総額に占める比率）などが用いられますが、財務書類においても、弾力性の分析が

可能です。 

すなわち、純資産変動計算書において、地方公共団体の資産形成を伴わない行政活動

に係る行政コストに対して地方税、地方交付税などの当該年度の一般財源等がどれだけ

充当されているか（行政コスト対税収等比率）を示すことができます。 

これは、当該団体がインフラ資産の形成や施設の建設といった資産形成を行う財源的

余裕度がどれだけあるかを示すものと言えます。 

 

「行政コスト対税収等比率」 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度

の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握

することができます。この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いと言え、

さらに 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 
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６ 自律性 

 

自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっ

ているか）」といった住民等の関心に基づくものです。 

これは、地方公共団体の財政構造の自律性に関するものであり、決算統計における歳

入内訳や財政力指数が関連しますが、財務書類についても、行政コスト計算書において

使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能であるため、これを受益

者負担水準の適正さの判断指標として用いることができます。 

 

「受益者負担の割合」 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負

担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対

する受益者負担の割合を算出することができます。地方公共団体の行政サービス全体

の受益者負担の割合を、経年比較したり、類似団体比較したりすることにより、当該

団体の受益者負担の特徴を把握することができます。 

また、これを事業別・施設別に算出することで、受益者負担の割合を詳細に分析す

ることができます。 

 
 
※ 当該手引きについては、各地方公共団体における今後の先進的な活用事例を踏まえな

がら、さらに充実していくものとします。 
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